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お　わ　り　に

は　じ　め　に

　リカート（Ｄ。。１ｄ　Ｒ１。。。ｄ。）の経済学をめくる論争の現代的局面がスラ ソファ（Ｐ１。。。Ｓ。。伍。）の
　　　　　　　　　　　　１）
編集による『リカード全集』の刊行およびその編者序文において提示されたスラ ッファによるリ

カード解釈の登場を契機として開始したことは周知のことであろう 。そこでスラ ッファはリカー

トの労働価値理論の発展史に関わる諸問題を再検討し，それを論理的に一貫した価格と所得分配

の分析のための初期の理論として再構成しようと試みたが（Ｓ．ａ舟。１９５１），こうした立場はポス
　　　　　　２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ト・ ケインズ派によっ て継承され「剰余理論」として定式化された。しかしスラ ッファによる解

釈は新古典派を中心とする多くの論者によっ て否定され，長期問にわたる論争を惹起することと
　　４）
なっ た。 またスラ ソファは労働価値理論に関わる諸問題について議論しながらも ，価値概念のリ

カードにとっ ての固有の意義あるいは現代的意義を議論の対象にはしなかった。こうしてスラ ッ

ファの貢献にも拘わらず今日ではリカードの労働価値理論について積極的な理論的意義を否定す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
る見解が支配的となっ ており ，例えばスティグラーはその「分析的」な意義すなわち投下労働量

と価格との整合的な関数関係の存在を否定し（Ｓｔ１ｇ１。。１９５８，ｐｐ３６１－６２），森嶋通夫はその定式化を

現代経済学の水準において試みながら，それを結局のところ不必要かつ不完全であ ったとしてい

る（Ｍｏｒ１ｓｈｍａ１９８９，ｐｐ８－１０邦訳ｐｐ８－９）。

　こうした状況を受けてリカード論争の総括のための契機を与えたのがピーチ（Ｔ。。。ｙ　Ｐ．ａ．ｈ）で

ある。ピーチは学説史家の立場からスラ ッファ他による様々なリカード解釈を批判的に検証し ，

リカードの中心的理論すなわち価格 ・分配 ・蓄積の考察の再構成を試みた（Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐ．ｘｉ）。 そ

してリカードの労働価値理論については発展史に関わる諸問題に対して新たな解答を提出し，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７１）



　７０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第３号）

れを通してリカードの考察におけるマルクス（Ｋａ．ｌＭａｒｘ）的な，投下労働量に基づく絶対的な

価値概念の意義を積極的に評価した（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ．３２，２３９－４０）。 しかしながらピーチによるリカ

ードの労働価値理論に関する解釈は後に述べるように理論的側面について不十分さが見られるの

であ って，ピーチによる歴史的研究の成果を踏まえて一層の理論的研究を遂行することが現今の

リカード研究における課題の一つとなっ た。

　かくて本稿の目的はリカートの労働価値理論を再検討し，その論理構成を解明することである 。

そしてこれを通してリカードの労働価値理論が価格と利潤の決定を説明するための基礎理論とし

て分析的あるいは整合的な構造を有するものであることを，スラ ッファによる解釈とは異なっ た

形で示す。また同時にリカートの労働価値理論に関わって現在に至るまで議論の対象となっ てき

た諸問題すなわち成立の論理，修正の分析，価値概念の混乱，価値標準の機能といっ た問題につ

いて一定の結論を示す。さらにこうした作業に基づいてリカードがマルクスとは異なっ た方法に

よりマルクス的な側面を保持していたこと ，またスラ ッファによる解釈とは異なっ た形で剰余理

論の発展に寄与したことを示すことが可能になる 。

１． リカードの労働価値理論に関わる諸問題

　リカードそして本稿のいう労働価値理論は任意の商品の生産のために必要な投下労働量がその

価格を規定することを説明する理論であるが，これはリカードによると効用を有し労働力により

生産される任意の商品について，生産者問の競争に制約がないケースにおいて成止する長期的か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
つ平均的な「価格」に関するものである（ＲＷ，ｖｏＬ１，ｐｐ１１－１２）。 従っ てリカードにとっ て生産者

間において均等な　般的利潤率およぴ　般的貨幣賃金の成立は事実上則提であり ，また需要側の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
要因による短期的な影響は捨象された（ＲＷ，ｖｏ１１，ｐｐ９１－９２）。 そしてその基本的な主張は投下労

働量と価格との比例関係および貨幣賃金と利潤率との相反関係の成立であ ったが（ＲＷ，ｖｏＬ１，ＰＰ

２６－２７），こうした２つの関係がいかにして峻別されるのか，各々の関係がいかにして成立するの

かを解明することをリカードの労働価値理論に関わる本稿の第１の基本的課題とする。また本稿

の後にいう「純粋」な労働価値理論は投下労働量と価格との厳密な比例関係の成立を主張するも
　　　　　　　　　　　　　　８）
のであ って，諸商晶の「資本構成」すなわち生産過程の技術的構造が均等であるとき成立し，同

じく「修正」された労働価値理論は資本構成が不均等であるために上の比例関係が厳密には成止

しなくなることを示すものである。後者すなわち修正の問題は換言するなら資本構成が不均等で

あるときに生じる分配の変化に伴う価格の変動の問題であるが，リカードは特に資本構成が高い

商品に関する貨幣賃金の上昇に伴う価格の低下の問題を見出してこれを「奇妙な効果」と呼んだ

のであ った（ＲＷ，ｖｏ１．７，ｐ．８２）。 これらをリカードがどのように扱ったのか，これに伴ってリカー

ドの立場がどのように変化したのかを明らかにすることをリカードの労働価値理論に関わる第２

の基本的課題とする 。

　まず第１の基本的課題であるリカードの労働価値理論の成立の論理に関する従来の研究を一瞥

しておく 。農業の生産条件と　般的利潤率との関係を確定することが初期のリカードの主題であ
　　　　　　　　　　　　　９）
り（ＲＷ　ｖｏ１６，ｐｐ９４－９５，１０３－０４），このために賃金の上昇が諸商品の価格の　般的上昇を帰結する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７２）



　　　　　　　　　　　　　　リカードの労働価値理論について（福田）　　　　　　　　　　　　　７１

というスミス（Ａｄ．ｍ　Ｓｍ．ｔｈ）の見解を否定することが後の課題の一つとなっ たのであるが（ＲＷ ，

　　　　１０）　　　　　　　　　１１）
。。１．１

，ｐ
．４６），これらが『原理』初版における労働価値理論の成立の契機であ ったというヤ コブ ・

ホランターの見解（Ｈｏ１１．ｎｄ。。１９０４）は基本的に承認できる。これに加えてスラ ソファは初期のリ

カードは「穀物比率」モデルを用いて利潤率の決定を説明していた，すなわち農業の生産過程に

おいては投入と産出の両方が穀物のみからなるために価格変動の問題に関与されずに穀物の物量

比率によっ て利潤率が決定すると考えていた，そしてこの「穀物比率」モテルの　般化のために

穀物に代えてｒ労働」を集計因子として採用することが必要になっ たと王張した（Ｓ・・伍・１９５１ ，

ｐｐ
．。。ｘｉ－ ｘｘｘｉｉｉ）。 この解釈は実際はスラ ッファ 自身による再生産体系の構造に依拠して提起され
　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
たものであ って（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ．２８７－ ８８），その成否は後の論争の焦点の一つとなっ たのであるが ，

ピーチは文献考証に基づいてこの解釈の窓意性を指摘しこれを否定した（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ５－６，８５）。

しかしピーチは理論的困難の中で，あるいはマルサス（Ｔｈｏｍ。。 Ｒ．ｂ。。ｔＭ．ｌｔｈｕ。）他の盟友たちと

の論争の中で動揺するリカートの姿を描き出しながらも労働価値理論の成且に向けての課題を理

論的に整理し提示することを嬢踏しており ，このため成立の論理をピーチ他による近年の歴史的

研究の成果を踏まえて一層整合的に示すことが課題として残された。なおピーチが扱えなかった

日本語文献のうち中村廣冶は労働価値理論の成立の論理の解明を特に主題として考察し，リカー

ドが諸商品と貨幣を等しく労働力による生産物と看なすことによりスミスの価値理論を斥けたこ

と， そしてそれに基づいて賃金と利潤率との相反関係を確立したことに注意を向けた（中村１９９６ ，

ｐｐ
．２０－２７）ｏ

　第２にリカードの労働価値理論の修正およびそれに伴うリカードの立場の変化の問題について

である。ホランダーによる「後退」解釈すなわちリカードが『原理』初版の後は修正の問題の顕

現に伴って労働価値理論を擁護する立場から「後退」していっ たという解釈（Ｈｏ１１ａｎｄｅ．１９０４）が

かつての支配的見解であ ったが，スラ ソファとピーチは各々文献考証に基づいてリカートは修正

の問題のために動揺しながらも労働価値理論を主張し続けたとして「後退」解釈を否定した

（Ｓ
。。丘。１９５１，ｐｐ

．ｘｘｘｖｉｉ－ｘｘｘｖｉｉｉ；Ｐ
。。。ｈ１９９３，ｐ

．２３８）。 ただしスラ ッファ がリカードの立場に本質的な

変更はなかったとしたのに対して，ピーチはそこに根本的な変更を認めた。すなわちピーチによ

るとリカードは『原理』初版および二版においては純粋な労働価値理論を擁護する立場とその修

正の問題との問の矛盾を解決できていなかったが，ようやく『原理』三版に至って前者の「擁護

のための戦略」を提示した，それが後に見る分配の変化に伴う価格変動を最小化する「中間物の

標準」であり ，またそうした価格変動はそもそも「比較的に軽微である」（ＲＷ，。。１．１，ｐ．３６）とい

う経験的主張であ ったとした（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ．２２２－２３）。 このほかにも両者はリカードの分析構造

に生じた変化について，分配の変化とは関わりなく資本構成の相違それ自体のために等しい投下

労働量によっ て異なっ た産出額が生産される問題，あるいは固定資本を過去に投下された労働と

看なしたうえで「資本構成」を労働量の「時間」的配置の問題として捉え直す分析枠組なとが次

第に導入されるようになっ たとした（Ｓ・ａ丑・１９５１ ，ｐｐ　ｘ１ｖ１１－ｘ１ｖｍ ，Ｐｅａ・ｈ１９９３，ｐ１９６，２１４，２１７）。 また

リカードは後に確認するように純粋な労働価値理論を前提として分配関係を確定し，これに基づ

いて価格の修正を分析するという二段階の計算法を採用していたが，こうした分析構造の一貫性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
の欠如をヒアネ ソロやピーチは批判し（Ｖｌａｎｅｌ１ｏ１９８７，ｐｐ１０９－１０ ，Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐ１８７），しかし水田
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
健はその積極的な側面を評価した（水田１９８７ ，２４－２６）。 これら多くの問題を考慮しながらリカー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）



　７２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第３号）

ドの修正の分析構造およびその意義を確定することが課題として残されている
。

　これらと並行して第３にリカードの価値概念に関わる問題がある。後に見るように労働価値理

論の成且の当初のリカートは投下労働の相対量が相対価値を規定するという形で相対概念を基本

として議論を行っていたが（ＲＷ，ｖｏ１１，ｐ１２），晩年には「労働量」という絶対概念を基本にする

議論をしはしは行った（ＲＷ，ｖ．１９，ｐｐ１－ ２）。 マルクスはこのうち後者の側面を重視して，リカ

ードが価値概念の混乱にも拘わらず「労働量」に基づく絶対概念としての価値を採用していたと

してこれを賞賛したが（Ｍ。。ｘ１９６７，ｐ．１６１），しかしマルクスの後にはリカードの労働価値理論の

こうした側面を継承する研究は久しく現れなかった。リカードの「価値」はスティグラーによる

と経験的に妥当しうる生産費用であり（Ｓｔ１ｇ１ｅ．１９５８，ｐｐ３６１－６２），スラ ソファにとっ ては分析的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）意義をもつ生産費用あるいは再生産体系の均衡条件であり ，そしてリカードーマルクス型の絶対

概念としての価値はスラ ッファに近い立場のスティードマンにとっ ても ，異なる立場の森嶋にと

っても「余分な概念」あるいは放棄してもよいものであ った（Ｓｔｅｅｄｍａｎ１９８２，ｐ１５３ ，Ｍｏ… ｈｍ・

１９８９，ｐｐ８－１０）。 しかしピーチはマルクスによる解釈に一定の留保を置きながらもマルクスと同様

に， リカードが価値概念の混乱にも拘わらず労働量に基づく絶対概念を保持していたことを指摘

した（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ．３２，２３９－４０）。 かくてピーチによるとリカードにとっ ての労働価値理論の重要

性はそれが初期の目的であ った農業の生産条件と　般的利潤率の趨勢との関係の確定を達成する

ことであり ，さらにその生産条件の問題をｒ人問の労働」によっ て基礎づけることであ った
（Ｐ
ｅ。。ｈ１９９３，ｐ

．２２４）。 しかしピーチはここでも理論的側面に踏み込んだ考察を行っておらず，こ

うしたピーチによる解釈に従ってリカードのマルクス的な側面を再評価しながら，リカードがマ

ルクスとは異なっ た独自の方法によっ て整合的な価格理論を労働価値理論として構築したことを

理論的に示すことがやはり課題として残された 。

　これらに付随して第４にリカードの価値標準の機能に関する問題がある。リカードは初期に既

に「貴金属の価値の不変性は…私のすべての命題が構成される最後の基礎」（ＲＷ，。。１．６，ｐ．３４８）

であるとして事実上の価値標準の必要性に言及しており ，『原理』初版においては固定資本の助

けを借りずに労働力のみの投入により１年問で生産されると想定された「不被助労働（ｕｎ。。。１．ｔ．ｄ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）１．ｂ．ｕ。）の標準」を提案し（ＲＷ，ｖ．１．１，ｐ．１７），『原理』三版においては社会的平均の生産条件をも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）つと想定されたｒ中間物（ｔｈｅ　ｍｅｄ・ｕｍ）の標準」を提案した（ＲＷ，・ｏ１１，ＰＰ４４－４５）。 このうち修

正の問題と関わってｒ中間物の標準」が主に議論の対象となっ てきた。スラ ソファによるとｒ中

問物の標準」はリカードの分配の変化に伴う価格変動の問題への関心の高まりを反映するもので

あり ，その機能は何よりもそうした価格変動において産出総額を一定に保つことであ ったが
（Ｓ
・ａ伍。１９５１，ｐｐ．１．１１一 。１１ｘ），この解釈は後にリカードの分析構造とスラ ソファ 自身の再生産体系

との類似性を強調するために企図されたものであ ったことが明らかにされた（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ
　　１８）
２８７－８８）。 そしてオングは「中間物の標準」は生産条件の変化に伴う価格変動を分配の変化に伴

う価格変動から分離したうえで動学的問題を扱うためのものであ ったとして，スラ ソファに見ら

れるような産出総額一定を主要問題とする静学的な立場を斥けた（Ｏｎｇ１９８３，ｐｐ２０９－１０，２２０）。 ま

たピーチは先述のとおり「中間物の標準」は分配の変化に伴う価格変動を最小化し純粋な労働価

値理論を擁護するために提案されたものであるとした（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐｐ２２２－２３，２８９－９０）。 これらに

対して渡会勝義はリカードの労働価値理論の成立にとっ ての価値標準の意義を明らかにしようと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７４）



　　　　　　　　　　　　　　リカードの労働価値理論について（福田）　　　　　　　　　　　　　７３

試み，賃金の上昇が諸商品の価格の一般的上昇を帰結するというスミスの見解を否定するとき貨

幣の価値の変動を分離しておく必要があり ，そのために投下労働量に基づく価値標準が要請され

たとした（渡会１９８１，ｐｐ
．５８－６２）。 しかしながらリカードの考察の各時点における主題を整理し価

値標準の全般的機能を確定するという課題は未だに果たされていない 。

　リカードの経済学の再評価を試みたスラ ッファの貢献は重要であ ったが，そこにリカードの歴

史的権威に基づいてスラ ッファ 自身の立場の正当性を主張しようとする意図があ ったことも否め

ない。しかしスラ ッファによる解釈の恋意性を批判し歴史的リカードの再生を試みたピーチの考

察においては，実証面について優れているにも拘わらず上述のように理論的側面について十分で

なかった。従って本稿の以下においてリカートの労働価値理論の発展史をその理論的側面を重視

しながら整理し，さらに立ち入ってその論理構成を解明し，これらを通して上の諸問題について

一定の結論を与える 。

２． リカードの労働価値理論の成立一修正一完成

　リカードによる価値の考察の発展に関わる先行研究は前章で見た以外にも多種多様である。本

章では先行の歴史的研究によるすべての成果を越えることはできないが，その理論的発展に関わ

る最低限度の論点のみを検証しながらリカードの労働価値理論の発展史を再構成する。リカード

の心理的な問題や盟友たちとの論争に関わる諸問題の大部分は等閑に付し，純粋に理論的な発展

を視軸としてリカートの労働価値理論の問題構成を成止期，修正期，完成期の３段階に分けて説

明することを試みる 。

　最初に成立期であるが，これを１８１４年１２月の投下労働量による交換価値規定の説明の初出より

１８１７年４月の『原理』初版における「不被助労働の標準」の提示までとする。リカードはその叙

述活動の当初は価格決定の問題については特に明確に言及していなかったが，１８１４年１２月１８日の

書簡（７０）において初めて次のように述べた 。

　　「諸商品が大量に増大しますと ，その交換価値は量の増加しなかった物とくらべて減ること

　　になります。かりに靴下の量を倍にする，というよりもそれをつくる容易さを倍にしますと ，

　　他のすべての商品にくらべてその価値は半分に減ることになります。」（ＲＷ，。ｏｌ．６，ｐ．１６３）

さらにこの直後の１８１５年１月１３日の書簡（７３）では次のようにいう 。

　　「物価がその水準を見いだしたのちに，コーンウォルの鉱山から同じ量の労働で二倍の量の

　　錫を入手できるようになっ たとしますと…われわれは一定量の錫と交換に現在ノルウェイか

　　ら手に入れているのと同量の松材を手に入れうるものでしょうか？」（ＲＷ，。ｏｌ．６，ｐｐ．１７０－７１）

ここでは交換過程の成立を則提として投下労働量が一定のとき産出総額すなわち交換価値と産出

量の積が一定であるとされているが，これは産出量が一定のとき＜投下労働量と交換価値とが厳

密な比例関係にある＞ことを意味するのであ って，事実上の純粋な労働価値理論の命題である 。

ところで１年間の労働力の投入のみによっ て生産される任意の商品［Ａ１の生産過程は次のよう

に表すことができる 。

（２７５）



　７４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第３号）

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＡ＝ｐＡＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．１）

ここで ｒは一般的利潤率，ｗは一般的貨幣賃金，ＬＡ は商品［Ａ１のための投下労働量，ｐＡ は商

品［Ａｌの価格，Ａはその産出量とし，このうち技術的条件である労働量ＬＡ および産出量Ａを

所与とする。さらに投下労働量と産出総額との比率を次のように表すことができる
。

　　　　 ｐＡＡ／ＬＡ：ぴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．２）

このぴの値が一定であることを上のリカードの叙述は意味するが，そうであれば式（２ ．１）（２ ．２）

　　　　　　　　　　１９）
は自由度１の体系となる。そして例えば賃金ｗの値が与えられたなら体系は決定し，そこで労

働量ＬＡ が増大するとき交換価値ＰＡは上昇し利潤率 ｒは一定であること，また賃金 ｗが上昇す

るとき利潤率 ｒは低下し交換価値ｐＡは一定であることが分かる。従って労働価値理論の成立に

とっ て式（２・２）は基本的要素であるといえるが，この時点ではリカードはこうした論理の根拠を

十分に説明していなかった 。

　リカードの労働価値理論の成立の契機を考えるためにさらに３つの書簡を検討する。リカード

の当初の課題は蓄積過程における農業の「生産の困難」すなわち生産条件の悪化と　般的利潤率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）の変動との関係を確定することであ ったが（ＲＷ，・ｏ１．６，ＰＰ．９４－９５，１０３－０４），恐らくはこれに関わ っ

て１８１４年１０月２３日の書簡（６４）において「原生産物の価格の上昇」の原因として農業の生産条件

の悪化と貨幣の価値の低下とが次のように区別された
。

　　 「資本の漸次の蓄積　は労働にたいする新しい需要をつくりだすことによっ て人口に刺激を

　　与え，したがってヨリ劣等な土地の開墾や改良を促すかもしれません，　　しかしこれは利

　　潤を高くしないで低くするでしょう」。

　　 「通貨の価値の下落…は一時，賃銀を高める以上に生産物の価格を高め，したがって利潤を

　　引き上げるでしょう ，　一時的な原因であり ，けっして原理そのものに影響を与えるもので

　　はなくてただその進行をかきみだすにすぎない」（ＲＷ，。ｏ１．６，ｐ．１４６）。

このうち前半部分では農業生産の収穫逓減による影響に言及されているが，こうした問題が後に

労働量概念と結び付けられたと考えられる 。また１８１５年３月２７日の書簡（８７）においては貨幣賃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）金の変化が諸商品の価格に影響しないことが次のようにして述べられた
。

　　 「もし貨幣が商品であるとすれば，それの価格または価値のなかに，穀物と労働がはいっ て

　　ゆくのではありますまいか？　もしはいっ てゆくとすれば，貨幣が穀物や労働のように他の

　　すべての商品と同じ法則にしたがって変動しないというのはなぜでしょう？」（ＲＷ，。ｏＬ６，Ｐ

　　２０３）

ここで商品の価格はその商品の価値と貨幣の価値との比率であ って，賃金の変化は両者に等しく

影響するために価格は一定を保つという論理が看取できる 。さらに１８１５年１２月３０日の書簡（１４９）

において貨幣の価値の変動と個々の商品の価値の変動とが次のように区別された
。

　　 「諸商品の価格は二つの仕方で影響されるということ，　　その一つは貨幣の相対価値の変

　　更で，これはほとんど同時にすべての商品に影響を与えるということ，他は個々の商品の価

　　値の変更によるもので，…他のなにものの価値にも影響を与えるものでないこと」（ＲＷ，。。１

　　６，ｐ．３４８）。

そしてこれに続いて事実上の価値標準の必要性について言及された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７６）



　　　　　　　　　　　　　　リカードの労働価値理論について（福田）　　　　　　　　　　　　　　７５

　　「この貴金属の価値の不変性は，貴金属自身に関係する特殊な諸原因…からくる変化を別と

　　すれば，私のすべての命題が構成される最後の基礎です。」（ＲＷ，。。１．６，ｐ．３４８）

これらよりリカードが取り組んだ理論上の課題を再構成することができるが，それはまず次に示

す３種類の波及経路を区別し確定することだ った 。

　　（〕）産出量当たり投下労働量の増大 ＝〉その商品の価格の上昇 ＝＞ 利潤率は一定

　　　　賃金の上昇 ＝＞ 諸商品およぴ貨幣の価値の上昇→諸価格は一定→利潤率の低下

　　　　貨幣の価値の低下→諸商晶の価格およひ賃金の上昇 ＝＞ 相対価格は一定 ＝〉 利潤率は一定

そしてこのうち「　貨幣の価値の低下」による影響を分析から排除し「¢投下労働量の増大」お

よぴ「　賃金の上昇」の論理を用いて，リカートは農業の生産条件の悪化と　般的利潤率の変動

との関係を確定しようとしていたと考えられる。すなわち上の波及経路が区別され確定され，加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
えて実質賃金の主要な内容が農業生産物とするとき次の関係が成立する 。

　　○　農業の生産条件の悪化すなわち投下労働量の増大 ＝〉 穀物の価格の上昇 ：〉

　　　　＝＞　般的貨幣賃金の上昇 ：＞　般的利潤率の低下

そしてこのためにリカードは「貴金属の価値の不変性」すなわち価値標準の定義が不可欠である

と述べたのだったが，この点については後に立ち返る 。

　リカートの労働価値理論の成立は『原理』初版における「不被助労働の標準」の提示によっ て

果たされた，換言するとこれを以てリカードの投下労働量による交換価値規定の説明のための当

初の課題は終了した。リカードは『原理』初版において価値標準の条件および機能について次の

ように述べた 。

　　「もしいまでもまたいつでもそれを生産するために正確に同一量の労働を要するなんらかの

　　一商品が見出されうるとすれば，その商品こそは不変の価値をもち，他の商品の変動を測定

　　しうる標準としてすぐれて有用であろう 。しかしわれわれはこのような商品をまっ たく知ら

　　ない，したがってなんらかの価値標準を措定することは不可能である。しかしながら，われ

　　われが諸商品の相対価値の変動の原因を知りうるために，またそれらの原因が作用すると思

　　われるその程度を計算しうるために，標準たるものの本質的特性とはなにかを確かめること

　　は，正しい理論に達するために大いに有用である 。」（ＲＷ，・ｏ１．１ ，ｐ
．１７）

ここで価値標準のための必要条件として「同一量の労働」によっ て生産されることすなわち物的

生産条件が一定であることが明言されたが，これを満たす貨幣商品が「不被助労働の標準」であ

る。 そしてこうした価値標準の機能はある商品の物的生産条件が変化する場合の価格の変動を測

定することである。また正確な価値標準は実際には存在しないにも拘わらず価値標準の考察は

「正しい理論に達するために大いに有用である」とされたが，これは書簡（１４９）において言及さ

れた「私のすべての命題が構成される最後の基礎」と関運すると考えられる。こうした価値標準

の生産過程はこれを貨幣商品［Ｇ１として次のように表すことができる 。

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＧ＝ｐＧＧ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．３）

　　　　Ｐ。＝１ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２
・４）

記号法は式（２１）に準ずるとし，この貨幣商品［Ｇ１が価値標準のための必要条件を満たすため

に労働量ＬＧ および産出量Ｇを所与かつ一定とし，先述の商品［Ａ１の生産過程と併せて式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７７）



　７６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻 ・第３号）

（２ ．１）（２ ．３）（２．４）は自由度１の体系となる。ここで賃金 ｗの値が与えられたとき体系は決定し ，

さらに一方で商品［Ａ１の生産について労働量ＬＡ が増大するとき価格ｐＡ は上昇し，他方で賃金

Ｗが上昇するとき利潤率 ｒが低下する，こうして投下労働量と価格との比例関係を確認すること

ができる。かくて「不被助労働の標準」の機能は第１に労働価値理論の成立のための基礎をなす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）こと ，第２に投下労働量の変化に伴う価格の変動を測定することである。ただしこうした説明は

便宜的なものに過ぎず式（２２）の問題とともに後に立ち返らねはならない，何故ならリカードは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）ここでの式（２．４）のように仮定によっ て貨幣の価値を一定としてはいなかったからである 。

　次に修正期についてであるが，前期と重複はあるが１８１６年１０月の「奇妙な効果」への言及より

１８２１年５月の『原理』三版における労働価値理論の修正の考察までとする。既に示した「不被助

労働の標準」の導入による体系の決定は実際は商品［Ａ１と貨幣商品［Ｇ１の生産における資本構

成が均等であることに依存しており ，資本構成が異なるときには賃金の変化が投下労働量と価格

との比例関係を妨げてしまう 。これに気付いたリカードは１８１５年１０月１４日の書簡（１８５）において

次のように述べた 。

　　　「最初に書いたものの多くは，省いてしまうか，または後に採用したヨリ正しい見解と思わ

　　れるものに一致するように変更しなければなりません。あなたは賃金の上昇が，主として機

　　械および固定資本の助けによっ て獲得される諸商品にもたらす奇妙な効果をごらんになるで

　　しょう 。」（ＲＷ，・ｏ１．７，Ｐ．８２）

労働価値理論の成皿のためには投下労働量の増大による影響と賃金の上昇による影響とが峻別さ

れねはならないのであ ったが，この峻別を後者による「奇妙な効果」が不可能にするために「最

初に書いたものの多く」は修正せねばならないのである。固定資本を過去の労働による生産物と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）看なすなら資本構成の高い商品［Ｂ１の生産過程は例えは次のように表すことができる

。

　　　　　　　
ｔＢ

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＢ＝ｐＢＢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．５）

記号法は式（２．１）に準ずるが，ｔＢは生産期間でｔＢ＞１として，技術的条件である生産期間ｔＢ
，

労働量ＬＢ， 産出量Ｂを所与とすると ，これに「不被助労働の標準」を加えた式（２ ．３）（２ ．４）

（２．５）は自由度１の体系となる。ここで賃金ｗの上昇に伴 って価格ｐＢ が低下することが分かる
が， これは式（２３）においては式（２４）により貨幣商品の価格が一定とされているために利潤率

が低下し，式（２．５）において指数 ｔＢ により利潤率の低下の影響が拡大するためである。これが

リカードのいう「奇妙な効果」である 。

　リカードの『原理』初版～三版の第一章の大部分はこうした「奇妙な効果」の分析，より一般

的には分配の変化に伴う諸価格の変動の問題の分析に費やされている。詳細については次章で扱

うこととするが，そこでの分析が一貫してｒ不被助労働の標準」に基づいて行われていることを

先立って指摘しておく 。そして「不被助労働の標準」を用いて「奇妙な効果」を示すこと ，投下

労働量との比例関係からの価格の乖離の原理および程度を示すこと ，こうした意味において労働

価値理論の修正の正体を暴くことが修正期のリカードにとっ ての一貫した課題であ った。かくて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）「不被助労働の標準」の第３の機能は「奇妙な効果」を示すことである

。

　こうした一連の修正の問題に関する考察は『原理』三版を以て終了すると看なすが，その間で

は『原理』二版の準備中であ った１８１８年１２月２８日の書簡（２９８）において修正された労働価値理論

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７８）



　　　　　　　　　　　　　　リカードの労働価値理論について（福田）　　　　　　　　　　　　　７７

の一般的表現が次のような形で示された 。

　　「交換価値が変化するのは，…それは社会のあらゆる段階においてただ二つの理由のために

　　生ずるのであり ，その一つは所要される労働量が多いか少ないか，他は資本の耐久性が大き

　　いか小さいかということだ，… 前者は後者によっ て， けっしてとっ て代わられるものではな

　　く ，ただ修正されるにすぎない」（ＲＷ，。。１．７，ｐ．３７７）。

さらにこの後の１８２０年５月２日の書簡（３６２）では次のようにして資本の耐久性の問題が生産活動

に関わる「時問」の問題として捉え直されている 。

　　「商晶の相対価値に変化をおよほす原因が二つあると私は考えます　　その一つは，商晶の

　　生産に要する労働の相対量，第二は，そのような労働の結果が市場にもたらされるまでに経

　　過しなければならない相対時間です。」（ＲＷ，・・１．８，ｐ．１８０）

こうした考察を経て『原理』三版においては分析およぴ叙述の方法に若干の進歩が見られるのだ

が， やはり次章で見るように理論的には本質的な変更でなかった。ところでここでの見解は同時

に新たな課題を形成する契機ともなっ た。

　最後に述べる完成期はやはり重複があるが，１８２０年６月の価値標準の生産条件の再考の開始よ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
り１８２３年８月のリカードの遺稿『絶対価値と交換価値』における「不被助労働の標準」と「中間

物の標準」との同一視までとする 。上の考察に続いてリカードは１８２０年６月１３日の書簡（３６８）に

おいて価値標準の選択の困難について次のように述べた 。

　　「一般規則にたいするすべての例外はこの時間に関する例外に帰します，そして種々様々の

　　場合があ って商品を完成する時問が異なるでしょうから，との一つの商品をとっ てみても価

　　値の一般的尺度として固有に選択できる商品とすることは困難です」（ＲＷ，ｖ・１．８，Ｐ．１９３）。

ここでいう「困難」は物的生産条件の不変性という「不被助労働の標準」のため必要条件とは別

個の，資本構成あるいは生産過程の「時間」的構造の問題から生じる新たな困難である。そして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
こうした困難を克服し得る理想上の価値標準を「完全な標準」として，その第一次接近として次

のような価値標準が提案された 。

　　「二つの極端な場合は次のものでしょう 。その一つは商品が遅滞なく ，しかも資本を介在さ

　　せないで，ただ労働のみによっ て生産される場合ですし，他は，商品が大量の固定資本の結

　　果であり ，ごく少量の労働を含み，そしてかなりの遅滞を伴わないでは生産されない場合で

　　す。これら二つの場合の中間物が，おそらく商品の大多数にたいしてもっともよく適合する

　　ものでしょう 。」（ＲＷ，。。１．８，ｐ．１９３）

ここで「二つの極端な場合」のうち前者は「不被助労働の標準」のケースに当たるが，これとは

別個に「商品の大多数」の測定のために本当に望ましい価値標準として提案されたのが「中間物

の標準」である。この生産過程は次のように表すことができる 。

　　　　　　　１：　　　　（１＋ ｒ）ｍ ＬＧ＝ｐＧＧ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．６）

記号法は式（２ ．５）に準ずるとし，ｔｍを社会的平均の生産期問，例えば商品［Ａｌと商品［Ｂ１との

中問の生産期問とし，やはり物的生産条件を一定とするために生産期問 ｔｍ， 労働量ＬＧ， 産出量

Ｇを所与かつ一定とすると式（２ ．１）（２ ．４）（２ ．５）（２．６）は自由度１の体系となる。ここで賃金ｗ

の上昇に伴って商品［Ａ１の価格ｐＡは上昇し商品［Ｂ１価格ｐＢ は低下するが，後者の低下は「不

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７９）
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被助労働の標準」で測った場合よりも小さくなることが分かる。もし「完全な標準」が実在する

なら分配の変化に伴う価格変動を完全に排除して投下労働量の変化に伴う価格変動を正確に測定

することが可能になるが，これに準じて「中間物の標準」は分配の変化に伴う価格変動を最小化

するものであ った。またここで「中間物」と均等な資本構成をもつ商品については投下労働量と

価格との比例関係は依然として成立するが，これが「商品の大多数」であると看なすなら「中間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）物の標準」は「不被助労働の標準」の第１およぴ第２の機能を同様にもつといえよう 。しかし第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
３の機能は変更された，すなわち「奇妙な効果」を消すことである 。

　そもそも価値標準を「同一量の不被助労働の所産」と定義したときのその根拠は何であ ったの
か， 別個に「中問物の標準」が現れたとき「不被助労働の標準」による労働価値理論の成立は無

効となるのか，こうした当然生じるであろう疑問は『絶対価値と交換価値』において一気に解決

を見る。次のとおりである 。

　　 「一年問雇用された労働によっ て生産される商品は，一方では，一年以上の長期にわたる労

　　働と前払いとによっ て， 他方ではなんの前払いもなしに一日だけ雇用された労働によっ て，

　　それぞれ生産される両極端の諸商品からみると ，ちょうどそのあいだの中問物であり ，そし

　　てこの中間物は，大抵のばあい，この両極端のどちらかが尺度として使用されたばあいにく

　　らべて真理から逸脱することがはるかに少ないだろうからである。穀物が生産されるのとち

　　 ょうど同じ時間で貨幣が生産されると仮定しよう ，　日常の消費のもっとも大切な物品を構

　　成する穀物その他多くの植物性食糧の生産のばあいと同じ長さの時間でこうした尺度の状態

　　が生ずるということがあるために，私はこの尺度の選択を決意するのである 。」（ＲＷ，。。１．４ ，
　　　　　３１）
　　ｐｐ．４０５－０６）

すなわち１年以下の生産期問をもつ商品が相当数存在すると仮定することによっ て１年の生産期

問をもつ「不被助労働の標準」が分配の変化に伴う価格変動を最小化する「中間物の標準」であ
　　　　３２）
ると主張し，さらにこうした価値標準の生産条件が農業生産物の生産条件と均等であると仮定す

ることによっ て仮説上の経験的妥当性を強化しようとした。リカードにとっ て農業生産物は実質

賃金を構成すること ，また蓄積過程においてその生産条件が悪化することから　般的利潤率の主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
要な規定要因であると看なされてきたのである。これを以て本稿はリカードの労働価値理論は完

成したと看なす。ここでは第１に労働価値理論の内容が近似的に論証可能となっ た， すなわち投

下労働量と価格とが近似的に比例し，賃金と利潤率とが相反関係を保持することを示すことが可

能となっ た。 第２に農業における生産条件，貨幣賃金，　般的利潤率の間の関連が基礎づけられ
，

蓄積の問題に関する近似的な推論が成立する根拠が得られた（Ｐ。。。ｈ１９９３，ｐ２３７）。 ただしこうし

た価値標準はもはや「奇妙な効果」を示すものではない 。

３． 『原理』における労働価値理論の修正

　リカードはその事実上の主著である『原理』初版～三版の第一章において価値の問題を主題と

して扱ったが，先に述べたようにそこでの主要な分析は一貫して「不被助労働の標準」を用いて

「奇妙な効果」を示すことだった。本章ではこの点を確認するとともに一層詳細にリカードによ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８０）



　　　　　　　　　　　　　　リカードの労働価値理論について（福田）　　　　　　　　　　　　　７９

る労働価値理論の修正に関する分析の構造を解明するために『原理』初版～三版第一章において

提示された数値例を検証する。初版の第一章においては４つの数値例が示されたが，これらをモ

デル（１ ．１）（１ ．２）（１ ．３）（１ ．４）と呼ぶ。二版においてはこれらはそのまま引き継がれた。三版に

おいてはこれらのうちモデル（１ ．１）（１ ．４）は概ねそのまま引き継がれたがモデル（１ ．２）（１ ．３）は

新たな２つの数値例に置き換えられた，これらをモデル（３ ．３ａ）（３ ．３ｂ）と呼ぶ 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
　まずモテル（１１）において資本構成が均等で，しかも資本総額が等しいケースが提示された 。

リカートにとっ て「資本構成」とは『原理』初版およひ二版においては基本的には固定資本と流
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
動資本との比率および固定資本の耐久性に関する問題であ った（ＲＷ，ｖ．１．１ ，ｐ．５６）。 ここでは流動

資本である同一量の「猟師」と「漁師」の労働が，固定資本として同一量の労働の所産であり同

一の耐久期問をもつｒ弓と矢」とｒ丸木舟と漁具」を各々用いてｒ鹿」とｒ魚」を各々産出する

過程が想定され，そして純粋な労働価値理論が成立することをリカードは次のように述べた 。

　　ｒこのような事情のもとでは，猟師の一日の労働の所産である鹿の価値は，漁師の一日の労

　　働の所産である魚の価値に，正確に等しいであろう 。魚と猟獣の比較価値は，まっ たく ，そ

　　れぞれに実現された労働量によっ て左右されるのであ って，生産量のいかん，あるいは一般

　　的賃銀または一般的利潤の高低のいかんに，かかわらない。」（ＲＷ，。。１．１ ，ｐ．５３）

また賃金と利潤率との相反関係について次のように述べた 。

　　「利潤が高いか低いかは，賃銀が低いか高いかに正確に比例するであろう ，… 賃銀は両職業

　　において同時に高くあるいは低くなるであろうから，この割合は魚と猟銃の相対価値にすこ

　　しも影響しえないであろう 。」（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐ．５４）

さらに貨幣賃金が上昇したとき産出物の価格が上昇せずに一定を保つことについて次のような説

明を与えている 。

　　「そして猟師や漁師に彼らの猟銃や魚の価値をひき上げようと努めさせるのと同じ理由が ，

　　鉱山所有者に彼の金の価値をひき上げさせるであろう 。」

　　「そしてこれらに従事している人々の相対的地位は，賃金上昇の前後をつうじて同一である

　　から，猟銃，魚，および金の相対価値は，ひきつづき変更がないであろう 。」（ＲＷ，ｖｏｌ．１ ，ｐ

　　５５）

ここでは「金」が貨幣商品とされており ，これらの問で賃金の上昇による影響が均等であるため

に相対価値は変化せず結果的には利潤率が低下するというのであるが，これは書簡（８７）におい

て示された論理の継承である（ＲＷ，。ｏｌ．６，ｐ．２０３）。 ただしこのためにはリカード自身が述べてい

ないにも拘わらず「金」の生産もまた諸商品の生産と等しい資本構成をもたねばならない
（Ｐ
。。。ｈ１９９３，ｐｐ

．１６１－６２）。 かくて体系は「鹿」「魚」「金」を各々商品［Ａ１［Ｂ１［Ｇｌとして次のよう

に表すことができる 。

ＤＡ（Ｋ
Ａ， ｔＡ
，ｒ）十（１＋ｒ）ｗＬＡ＝ｐＡＡ

ＤＢ（Ｋ
Ｂ，
ｔＢ，ｒ）十（１＋ｒ）ｗＬＢ＝ｐＢＢ

ＤＧ（Ｋ
Ｇ， ｔＧ
，ｒ）十（１＋ｒ）ｗＬＧ＝ｐＧＧ

ＰＧ＝１

　　　　　　　　ｔｉ
Ｄｉ （Ｋｉ， ｔｉ， ｒ）＝Ｋｉ／　（１＋ ｒ） ｊ－１ ＋ｒＫｉ， ｉ＝Ａ，Ｂ，Ｇ

　　　　　　　ゴ…１

（３ ．１）

（３ ．２）

（３ ．３）

（３ ．４）

（３ ．５）

（２８１）
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記号法は以前と同様とするが，Ｄｉは各々の固定資本の１年あたり償却額および利潤額で式
　　　　　　　　　　　　　３６）（３．５）により決定するものとし，Ｋｉ は各々の固定資本の価格，ｔｉ は各々の固定資本の耐久期間と

する。そしてすべての固定資本と流動資本との比率Ｋｉ／Ｌｉおよびすべての生産期間ｔｉ が各々均等

に与えられたときすべての価格ｐｉ は常に一定を保ち，従って賃金ｗ が上昇するときにも相対価

格は変動しないことが分かる。ただしここでの価値標準は式（３．３）において固定資本および流動

資本によっ て生産されるのであ って「不被助労働の標準」ではない 。

　続いて上の体系の応用問題としてモデル（１．２）において固定資本と流動資本との比率が異なる

ケース，モデル（１ ．３）において固定資本の耐久性が異なるケースが各々検討されたが，このうち

前者について立ち入って検討する。モデル（１．２）では「猟師」は「漁師」よりも高い固定資本一

流動資本比率をもつとされ，各々の生産過程について次のような数値が想定された 。

　　賃金＝£１０利潤率 ＝１０％

「猟師」 ：流動資本　　£５０／１年　→　£５５ ．ＯＯ／１年

　　　　固定資本　£１５０／１０年　＝＞　£２４ ．４０／１年

計 £７９ ．４０／１年

「漁師」 ：流動資本　£１５０／１年　＝＞£１６５ ．００／１年

　　　　固定資本　　£５０／１０年　→　　£８ ．１３／１年

計 £１７３ ．１３／１年

ここで左片の数値は各種資本の価格，右片の数値は各種資本に各々利潤率を考慮した産出額に対

する寄与分であり ，後者の合計が産出物の総額であるとする。そして賃金の上昇の結果として次

のような数値が示された 。

　　賃金 ＝£１０．６利潤率＝４％

「猟師」 ：流動資本　　£５３／１年　＝＞£５５ ．１２／１年

　　　　固定資本　£１５０／１０年　→　£１８ ．４９／１年

計 £７３ ．６１／１年

「漁師」 ：流動資本　£１５９／１年　→　£１６５ ．３６０／１年

　　　　固定資本　　£５０／１０年　＝＞　£６ ．１６３／１年

計 £１７１ ，６２３／１年

このとき相対価値は「鹿２１８＝ 魚１００」から「鹿２３３＝魚１００」に変化するが，これが『原理』にお

ける労働価値理論の修正の最初の例証である。かくてリカードは次のことを知る 。

　　「賃銀の上昇があるごとに，ある職業において使用される資本が，より多くの流動資本から

　　成り立つに比例して，その生産物は，より小さい割合の流動資本と，より大きい割合の固定

　　資本を使用する，他の職業において生産される財貨よりも ，大きな相対価値をもつであろ

　　う」（ＲＷ，ｖｏｌ．１，Ｐ．５８）。

ここでは流動資本の実現価格がほぼ一定の値に保たれているが，賃金が上昇するとき価格が一定

であるためにはその産出物と貨幣とが均等な資本構成をもつことが必要であ ったから，これは貨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８２）
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幣が流動資本のみによっ て生産されていることすなわち「不被助労働の標準」がここで採用され

たことを意味する。そして流動資本の実現価格を一定として賃金の６％上昇に対応する利潤率の

４％への低下を計算し，さらにこの利潤率の値に基づいて固定資本の実現価格を計算したと看な

せる。これ以後のリカードによる分配の変化に伴う価格変動の分析においては常に流動資本の実

現価格あるいは流動資本のみによる生産物の価格を一定として計算が行われており ，従って労働

価値理論の修正の分析において「不被助労働の標準」が一貫して採用されていたことになる 。ま

たこのような資本構成が均等なケースに基づきながら資本構成が不均等なケースを扱うという二

段階の計算法は『原理』初版一三版を通して一貫したリカードによる手続きであ った。既に示し

たが「不被助労働の標準」の生産過程は次のように表すことができる 。

（１＋ｒ）ｗＬＧ＝ｐＧＧ （３ ．６）

体系は式（３ ．１）（３ ．２）（３ ．４）（３ ．５），そして式（３ ．３）に代えてこの式（３ ．６）によっ て表すことがで

きるが，ここで固定資本と流動資本との比率が異なり例えばＫＡ／ＬＡ＞ＫＢ／ＬＢであるとき賃金

ｗの上昇が相対価格ｐＡ／ｐＢの低下を帰結することが分かる。ただしこの「不被助労働の標準」

で測 ったとき価格ｐＡ，ｐＢ はともに低下するのであ って，このうち資本構成が相対的に高い前者

が一層大きく低下するのである 。

　モテル（１４）は資本構成が異なるケースをより　般的な方法で扱おうとしたものであり ，「こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
の主題をさらに詳しく解明する」ために設定されたものである。そして本章の主要な目的はこの

モデルを再提示することにある。そこでは同額の「労働者」および「機械」が各々投入されて

「帽子」を各々産出する２種類の生産過程が次のように想定された 。

　　「一人の帽子製造業者が，１００人の労働者を各人年５０ポンドの経費で経営し，彼らは５８８２ポ

　　 ンドの価値をもつ商品を彼のために生産する。正確に１年問持続しかつ１００人の労働者と同

　　じだけの仕事を同様に申分なくこなすものとみなされる機械が，５０００ポンド，すなわち，ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
　　さに彼が賃銀として支出している額で，彼に提供される 。」（ＲＷ，。。１．１，ｐ．６１）

しかし１００人の労働者に相当する能力をもつ「機械」はそれ自身の生産に「実は１００人以下が雇用

されている」ものであるという 。

　　「そこでわずか８５人が１年につき４２５０ポンドの経費で雇用され，そして機械の売却により労

　　働者に前払いされた賃銀以上に生みだされるであろう７５０ポンドが，技師の資本の利潤を構

　　成するものと仮定しよう 。」（ＲＷ，。。１．１，ｐｐ．６１－６２）

こうして固定資本を過去に投下された労働量と看なすことによっ て資本構成の問題がそれらの労

働量の時問的配置の問題として捉え直され，同時に分配の変化に関わりなく等しい産出総額が異
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
なる労働量によっ て獲得される例が提示された。２種類の生産過程は前者を［Ａ１，後者を［Ｂ１

　　　　　　　　　　　　　　　４１）
として次のように表すことができる 。

　　賃金：£５０利潤率 ＝１７ ．６％

　　　［２期前１　　　　　　　［１期前１　　　　　　　　［産出１

［Ａ１ ：　　　　　　　　　　　　労働者１００人　£５ ，ＯＯＯ　＝＞　帽子　£５ ，８８２

［Ｂ１ ：労働者８５人　£４ ，２５０　：＞　機械１台　　£５ ，ＯＯＯ　＝〉　帽子　£５ ，８８２

（２８３）
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続いて同じ生産過程において賃金が上昇した緒果として次のような数値が示されたが，これは分

配の変化に伴う価格変動の例であ った 。

　　賃金＝£５５利潤率 ＝７ ．０％

　　　［２期前１　　　　　　　［１期前１　　　　　　　　［産出１

［Ａ１ ：　　　　　　　　　　　　労働者１００人　£５ ，５００　→　帽子　£５ ，８８２

［Ｂ１ ：労働者８５人　£４，６７５→　機械１台　　£５ ，０００　：＞　帽子　£５ ，３４８

ここでは前例に準じて流動資本のみによる産出物である「機械」の価格を一定として計算が行わ

れている，すなわち「機械」と貨幣商晶とは均等な資本構成をもつと看なされている。そしてそ

の「機械」によっ て生産される「帽子」［Ｂ１については次のようにいう 。

　　「資本はもっとも有利な用途に流れこむので，彼は帽子の価格をひき下げることを余儀なく

　　され，ついに彼の利潤は　般的利潤率まで沈下するだろう」（ＲＷ，ｖｏ１１，ｐ６２）。

こうして賃金の上昇において「帽子」［Ａ１の価格が一定を保つにも拘わらず「帽子」［Ｂ１の価格

は低下する。分析の結論は次のとおりである 。

　　「いかなる商品も ，賃銀が上昇するからというだけで，絶対価格がひき上げられるわけでは

　　ない，商品は，それに追加労働が投下されないかぎり ，けっして騰貴しない，しかし，その

　　生産に固定資本が参加するすべての商品は，賃銀の上昇とともに騰貴しないはかりでなく ，

　　かえっ て絶対的に下落する 。」（ＲＷ，ｖｏ１１，ｐ６３）

これは「奇妙な効果」の　般的叙述である。そして２種類の「帽子」の生産過程は　般化して次

のように表すことができる 。

（１＋ｒ）ｗＬＡ＝ｐＡＡ

　　　
ｔＢ

（１＋ｒ）ｗＬＢ＝ｐＢＢ

（３ ．７）

（３ ．８）

体系はやはり「不被助労働の標準」を加えて式（３４）（３６）（３７）（３８）であり ，またｔＢ は商品

［Ｂｌのための生産期問である。ここで賃金ｗ が上昇したとき貨幣商品［Ｇ１と等しい資本構成を

もつ商品［Ａｌの価格ｐＡは一定，生産期間ｔＢ＞１をもつ商品［Ｂ１の価格ｐＢ は低下する。また両

者の産出額が等しくｐＡＡ：ｐＢＢであ っても商品［Ｂ１の生産期問がｔＢ＞１である限り投下労働量

は異なりＬＡ＞ＬＢであることも看取できる。こうしたモデル（１．４）においては第１に「奇妙な

効呆」すなわち分配の変化に伴う価格の変動が分析された，第２に諸商品の等しい産出総額が異

なる労働量によっ て獲得される例が示された，第３に「不被助労働の標準」すなわち流動資本の

みによっ て生産される貨幣商品が分析の基礎に置かれた，第４に固定資本を過去に投下された労

働と看なしたうえで「時間」概念を用いて資本構成の相違の問題が扱われた。これらを換言する

なら労働価値理論の修正に関係する問題構成および分析用具は『原理』初版においてすべて出揃

ったのであり ，これらが三版に至るまで一貫して用いられたのであ った 。

　モデル（３ ．３ａ）（３．３ｂ）は既に述べたように初版の２つのモデルに代わって三版において新たに

提示されたものであるが，ここでは式（３．５）により固定資本の減価償却額を計算する方法は放棄

され，代わって投下労働量の時間的配置の問題を拡張しながら「固定資本の耐久性」が異なるケ
　　　　　　４３）
一スが扱われた。こうした新たなモデルは互いに類似した分析構造をもつが，ここでは一層明快

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８４）
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なモテル（３３ｂ）のみを検討する。そこでは産出物が「同一時間内に市場にもたらされえない」

ケースを示すために次のような２種類の生産過程が想定された 。

　　ｒ私が一商品の生産に２０人を１年問１０００ポンドの経費で雇用し，そしてその年の終りに，ふ

　　たたび２０人をもう１年問別の１０００ポンドの経費で雇用して，同一商品の仕上げまたは完成に

　　当たらせ，そして２年の終りにそれを市場にもたらす… もしも利潤が１０パーセントであれ

　　ば，私の商品は２３１０ポンドで売れなければならない」。

　　「彼は４０人を２０００ポンドの経費で雇用し，そして第１年目の終りに，彼はそれを１０パーセン

　　トの利潤を加えて，すなわち２２００ポンドで，売る 。」（ＲＷ，・・１．１ ，ｐ．３７）

これら２種類の生産過程は前者を［Ｂ１，後者を［Ａ１として次のように表すことができる 。

　　賃金＝£５０利潤率 ＝１０％

　　　［２期前１　　　　　　　［１期前１　　　　　　　　［産出１

［Ａ１ ：　　　　　　　　　　　　労働者４０人　£２ ，ＯＯＯ　：〉　商品　£２ ，２００

［Ｂ１ ：労働者２０人　£１ ，ＯＯＯ　＋　労働者２０人　£１ ，ＯＯＯ　＝〉　商品　£２ ，３１０

やはり投下労働量と産出総額とが比例しない例であり ，リカードは次のよう述べた 。

　　 「その生産に同一量の労働が投下された諸商晶といえとも ，もしそれらが同一時問内に市場

　　にもたらされえないならば，交換価値を異にするであろう 。」（ＲＷ，・ｏ１．１ ，ｐ
．３７）

さらにこれらは　般化して次のように表すことができる 。

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＡ＝ｐＡＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．７）

　　　　
ｔＢ

　　　 ｉ

　　　　　（１＋ｒ）ｗＬＢｉ：ｐＢＢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．９）

　　　　ｉ…１

記号法は以前と同様であるが，ＬＢｉ は産出からｉ期前の時点における投下労働量とし，その各々

についてｉ期分の利潤が算入され，それらの合計を産出の総額とする。ここで式（３ ．９）は最も一

般的な生産過程の表現であり ，スラ ッファのいう「日付のある労働量」の表現に他ならない
　　　　　　　　４４）
（Ｓ
．ａ丘。１９５１，ｐｐ３４

－４０）。 そして以前と同様に「不被助労働の標準」を追加するならここまで見て
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
きたものと同様の分析構造をもつ体系を得ることができる ，すなわち式（３ ．４）（３ ．６）（３

．７）（３ ．９）

である。ここでは投下労働量と価格との関係，その分配の変化における変容なとが一層一般的に

操作可能となる。しかしこのモテル（３３ｂ）は初版のモテル（１４）と基本的に異なっ たものでは

ないのであ って，前者において産出からｔＢ 期前の時点以外の労働量がゼロであるケースが後者

である 。

　以上で本章の所期の目的は達成されたが，リカードの労働価値理論の発展史に関わ って若干の

問題が解明された。第１にリカードの労働価値理論は『原理』初版から三版に至るまで少なくと

もその理論的内容に関する限り「前進」も「後退」もしていない。労働価値理論の修正に関わる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
基本的な問題構成は初版のモテル（１４）において既に確立したのである。第２にリカードの価値

標準は『原理』初版から三版に至るまでその分析上の機能について変化していない。そこではモ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
デル（１ ．２）以降一貫して「不被助労働の標準」が「奇妙な効果」を示すために用いられていた 。

第３にリカードは恐らくは「労働価値理論の擁護のための戦略」として『原理』三版において分

配の変化に伴う価格の変動を最小化する「中問物の標準」を提案し，またそうした価格変動はそ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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もそも「比較的に軽微である」という経験的王張を行ったが，これらはリカードの修正の分析そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
れ自体においては有意な役割を果たすものではなかった 。

４． 絶対価値と価値標準の理論的意義

　ここまでの検証を踏まえて本章ではリカードの労働価値理論の論理構成について最終的な解明

を行うが，その準備作業として諸文献の中で動揺が見られるリカードの「価値」概念を整理して

おく 。まず絶対概念と相対概念の問題がある。リカードが書簡（７０）において初めて投下労働量

による交換価値規定に言及したときは明らかに相対概念としての「交換価値」が主要問題であ っ

たが（ＲＷ，ｖｏ１．６，ｐ．１６３），後の『原理』初版においても基本的原理が次のように示された 。

　　 「社会の初期の段階においては，これらの商品の交換価値，すなわち，一商品のどれだけの

　　分量が他の商品と交換に与えられるべきかを決定する規則は，ほとんどもっ ぱら各商品に支

　　出された労働の比較量に依存する 。」（ＲＷ，。。１．１，ｐ．１２）

しかしこのとき以降，絶対概念を暗黙の則提としながら価値の問題が議論されていることが伺え

るようになり ，これは１８２１年７月４日の書簡（４３７）に至って次のように明言された 。

　　 「私は商品に費やされた労働はその商品の尺度だと言っているのではなく ，それの積極価値

　　の尺度だと言っている，と思います。そのうえで私はこうつけくわえます，交換価値は積極

　　価値によっ て規制され，したがって費やされた労働量によっ て規制されると 。」（ＲＷ，ｖｏ１．９ ，

　　ＰＰ．１－ ２）

すなわち投下労働量は絶対概念としての「積極価値」を規定し，後者が相対概念としての「交換

価値」を規定するというのであるが，このマルクス的な絶対概念としての価値をリカードは晩年
　　　　　　　　　　　　　　　４９）
に向かうほど強調するようになっ た。 続いて修正の問題に関わって投下労働量と価値との関係の

変容を確認するために『原理』初版の次の叙述を再ぴ引用する 。

　　 「もしいまでもまたいつでもそれを生産するために正確に同一量の労働を要するなんらかの

　　一商晶が見出されうるとすれば，その商晶こそは不変の価値をもち，他の商品の変動を測定

　　しうる標準としてすぐれて有用であろう 。」（ＲＷ，ｖｏＬ１，ｐ．１７）

しかし『原理』三版においては「その商品の変動の原因」は次のことを知ることによっ て確定で

きるとした 。

　　 「靴，靴下，帽子，鉄，砂糖，等々の生産には以前と正確に同一量の労働と資本が必要であ

　　るが，しかしその相対価値が変動したただ一つの商品を生産するには以前と同一量は必要で

　　ないということ」（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐ．１８）。

明らかに初版では「労働」が価値を規定することが則提とされているのに対して三版では「労働

と資本」すなわち賃金費用と利潤額との合計が問題とされている。先に述べたように『原理』初

版と三版との間に理論上の相違はないのだが，労働価値理論の修正の問題に関わるリカードの心

理上の変化がその概念規定に，あるいはその表現に微妙に影響したのかもしれない。今一つ，リ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
カードのいう「絶対価値」の含意を確定しておく 。リカードは遺稿『絶対価値と交換価値』にお

いて絶対概念としての「絶対価値」について，相対概念としての「交換価値」と区別しながら次

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）
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のように述べた 。

　　 「もしわれわれがそれ自身価値において増加も減少もするおそれのない完全な価値尺度をも

　　つなら，われわれはそれを用いて，他の物における比例的変動も実質的変動も確かめること

　　ができるであろう」（ＲＷ，・ｏ１．４，ｐｐ．３９９・４００）。

この時期のリカードがいう「完全な価値尺度」は「奇妙な効果」を完全に消去する理想的な価値

　　　　　　　　　　　　　５１）
標準を意味すると考えられるが，留意すべきはリカードにとっ て正確な意味における絶対概念と

しての価値は常にこのような価値標準によっ て表現されるのであり ，このような価値標準との相

対価値であるということである。従ってスラ ッファはリカードの「絶対価値」を「不変の標準で

測定された価値」であると看なしているが（Ｓ。。妊。１９５１
，ｐ　ｘ１１１１ ）， これに倣って本稿では「絶対価

値」を「完全な標準によっ て表現された絶対概念としての価値」であると定義する 。

　以上の考察に基づいてリカードの述べた様々な「価値」を，第１に絶対概念と相対概念とを区

別すること ，第２に投下労働量と比例する概念とその比例から乖離する概念とを区別することを

視軸として「絶対労働価値」「絶対費用価値」「貨幣労働価値」「貨幣費用価値」「相対労働価値」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
「相対費用価値」という６つの用語あるいは概念に分類し整理することを提案する。これらは次

のように図式化することができる 。

　　　　　　　　　　　　［１ｌ

　　　　　　　　［Ｉ１　　絶対労働価値　　　　絶対費用価値

　　　　　　　　　　　　　貨幣労働価値　　≠　貨幣費用価値

　　　　　　　　　　　　　相対労働価値　　≠　相対費用価値

ここで第１行は絶対概念としての価値，第２行は貨幣との相対概念としての価値，第３行は任意

の商品との相対概念としての価値，また第１列は投下労働量との比例関係に基づく価値，第２列

は生産費用すなわち賃金費用と利潤額との合計に基づく価値を示す。例えばリカードが「労働の

比較量に依存する」というときの「交換価値」はここでいう相対労働価値であり ，「同一量の労

働」に関わるのは絶対労働価値，「同一量の労働と資本」に関わるのは絶対費用価値である。ま

た最も一般的な意味における「価格」はここでは貨幣費用価値となる。さて図中の［Ｉ１につい

てであるが，リカードはｒ貴金属の価値の不変性」すなわち貨幣商品の生産に必要な労働量が一

定であることを常に仮定していたが（ＲＷ，。ｏ１．１ ，ｐ．１７；ＲＷ
，。。１．６

，ｐ
．３４８），このとき絶対概念とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）
ての価値は常に貨幣によっ て正確に表現されるから第１行と第２行は同値であると看なしてよい 。

そのうえで［１１について諸商品の生産において資本構成が均等であると仮定するとき第１列と

第２列は一致す岩二少なくとも貨幣商晶と等しい資本構成をもつ商品については貨幣労働価値と

貨幣費用価値は一致する。こうして［Ｉ１［１１についてｒ一致」を見たとき投下労働量と価格と

は比例関係にあるといえる。しかし［１１について資本構成が不均等であるとき第１列と第２列

とは図中で「≠」で示したように乖離するのであるが，この乖離が「奇妙な効果」すなわち分配

の変化に伴う価格変動を意味する。さらに価値標準と関わる問題として「不被助労働の標準」は

この乖離を示すもの，「中間物の標準」はこれを消すもの，そして「完全な標準」はこれを完全

に排除するものであるといえる。すなわち「完全な標準」が貨幣として採用されたとき貨幣労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８７）
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価値と貨幣費用価値とは，資本構成の問題に関わらずに常に相互に一致するが（Ｐ。。。ｈ１９９３，Ｐ
２２１・２３８）・ところでこの一致したものがリカードのいうｒ絶対価値」である。かくてｒ完全な標

準によっ て表現された絶対概念としての価値」が「絶対価値」であ って，このとき投下労働量と

価格とは比例関係を固持する 。

　留保していた作業は労働価値理論の論理構成の解明であったが，まず成立の論理について再考

する。既に示した体系では仮定であるｐＧ＝１によっ て貨幣の価値が一定とされ，これによっ て

体系は自由度１となっ ていたが，しかしリカードは書簡（８７）においても『原理』においても賃

金の上昇が貨幣およぴ諸商品の価値を上昇させることを述べており ，むしろそれによっ て価格が

　定を保つことを論証しようとしていた。この点を考慮したうえでまず資本構成が均等である商

品［Ａ１およぴ貨幣商品［Ｇ１の生産過程を次のような二重の体系によっ て表等二

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＡ＝ｐＡＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．１）

　　　　 Ｐ・＝Ｐ・ホ／Ｐ・ホ 　　　　　　　　　　　　　　（４ ．２ａ）

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＡ＝ｐＡ＊Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．３）

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＧ：ｐＧホＧ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．４）

記号法は以前と同様であるが，ただし式（４．１）におけるｐＡ は商品［Ａｌの価格すなわち貨幣費

用価値であり ，式（４ ．３）（４．４）において各々決定するｐＡホ ，ｐＧホ は商品［Ａ１および貨幣［Ｇ１の

絶対費用価値である。ここで賃金ｗを所与としてこれが上昇したとき式（４ ．３）（４．４）において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６）両者の絶対費用価値ｐＡホ ，ｐＧ＊ は上昇するかもしれないが，式（４ ．２ａ）より価格ｐＡ は一定を保

つ。 何故なら式（４ ．２ａ）に式（４ ．３）（４．４）を代入すると
，

　　　　 ｐＡ＝（ＬＡ／ＬＧ）（Ｇ／Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．２ｂ）

となるからであり ，すなわち資本構成が均等であるとき価格は両者の物的生産条件のみに依存す

るからである。従って式（４．１）において価格ｐＡ は一定であり ，賃金ｗの上昇は利潤率 ｒの低下

のみを帰結する。またここで商品［Ａ１の生産に必要な投下労働量ＬＡ が増大したとき式（４ ．３）

において絶対費用価値ｐＡ＊ は上昇するかもしれないが，何れにせよ式（４．２ｂ）において価格ｐＡ

は物的生産条件の変化に従って上昇し，式（４．１）において投下労働量ＬＡと価格ＰＡとは比例的
　　　　　　　　　　　　５７）
に変化することが確認できる。以上がリカードの労働価値理論の分析構造であるが，ところで式
（２ ．２）すなわちｐＡＡ／ＬＡ＝ぴと式（４ ．２ｂ）より

，

　　　　ぴ＝（Ｇ／ＬＧ）

を得るから式（２．２）のぴは実は貨幣［Ｇｌの生産に関する物的生産性であ った。式（２ ．１）（２ ．２）

あるいは式（４ ．１）（２．２）はぴの値が一定のとき投下労働量ＬＡと価格ｐＡとの比例関係を保証す

る体系となることが分かるが，これが「貴金属の価値の不変性」の仮定の意味である。すなわち

資本構成が均等かつ貨幣商品の物的生産性が　定であるとき純粋な労働価値理論は成立するとい

う結論が得られる。またここで資本構成が均等であるために価格ｐＡ は貨幣労働価値＝貨幣費用

価値＝「絶対価値」となることを考慮すると，リカードの純粋な労働価値理論とは諸商品の物的

生産条件が「絶対価値」を決定し，これが利潤率すなわち分配関係を規定するという決定経路を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）５９）説明する仮説体系であるといえる。これは次のように図式化できる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）



リカードの労働価値理論について（福田） ８７

　　　　　　＜純粋な労働価値理論〉

［物的生産条件１→　［絶対価値１＝＞［分配関係１

ここで「絶対価値」の決定が重要で，ここにおいて「絶対価値」を表現する価値標準は労働価値

理論の成止あるいは定義にとっ て決定的な役割を果たす。また上の体系は商品と貨幣とが均等な

資本構成をもち，ともに「不被助労働」によっ て生産されるケースであ ったが，もし「完全な価

値標準」が想定できるなら資本構成が不均等である　般的なケースにおいても「絶対価値」は決

定し，従って純粋な労働価値理論は成立する 。

　最後に労働価値理論の修正の論理について再考する。リカートが『原理』初版　三版において

示した計算法によると「不被助労働の標準」を暗黙に想定しながら，賃金が上昇するとき価値標

準と等しい資本構成をもつ商晶の生産過程において利潤率が決定し，これに基づいて資本構成が

異なる商品の価格が決定するのだった。先に用いた体系に次のような資本構成の異なる商品［Ｂ１

の生産過程を追加して考える 。

　　　　 （１＋ 。）
ｔＢ

Ｌ。＝Ｐ．Ｂ 　　　　　　　　　　　　　
（４ ．５）

体系全体は式（４ ．１）（４ ．２ａ）（４ ．３）（４ ．４）（４ ．５）であるが，リカードに従うなら賃金が上昇したと

き式（４ ．３）（４．４）において商品［Ａ１および貨幣［Ｇ１の絶対費用価値ｐＡホ ，ｐＧ＊ が上昇し，式

（４ ．２ｂ）より商品［Ａ１の価格ｐＡ は一定，式（４．１）より利潤率 ｒは低下する，ここまでは先と同

様であるが続いてこの式（４．１）における利潤率 ｒの低下に基づいて式（４．５）において商晶［Ｂ１

の価格ｐＢ が低下することになる。このとき商品［Ａ１と貨幣［Ｇ１とが等しい資本構成をもつこ

とが必要で，これを則提として，換言するなら純粋な労働価値理論の成立を削提としてリカード

は労働価値理論の修正を議論していたことになる。こうした一貫性の欠如が先行研究の中で疑問

視されてきたのだったが，しかしながら実際にはこのような則提がなくとも修正の議論は可能で

ある。改めて商品［Ｂｌおよび貨幣［Ｇ１のみからなる次のような体系を考える 。

　　　　 （１＋ 。）
ｔＢ

ＬＢ＝ＰＢＢ 　　　　　　　　　　　　
（４ ．５）

　　　　 Ｐ。＝Ｐ。＊／Ｐ。＊ 　　　　　　　　　　　　　　　（４
・６・）

　　　　 （１＋ 、）
ｔＢ

ＬＢ＝。Ｂ・Ｂ　　　　　　　　　　　　
（４ ．７）

　　　　（１＋ｒ）ｗＬＧ＝ｐＧ＊Ｇ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．４）

やはり式（４５）におけるｐＢ は商品［Ｂ１の価格すなわち貨幣費用価値であり ，式（４７）（４４）に

おいて各々決定するｐＢ＊ ，ｐＧホ は商品［Ｂｌおよび貨幣［Ｇ１の絶対費用価値である。ここで未知

数は ｒ， ｗ， ｐＢ
，ｐＢ＊ ，ｐＧ＊，の５つであるから体系は自由度１となり ，例えば賃金ｗの値が与

えられたとき他の変数も決定する。ただし資本構成が均等であるケースのような単純な決定経路

は存在せず，価格ｐＢは物的生産条件のみに依存するのではない。賃金ｗ が上昇したとき式

（４ ．７）（４．４）において商品［Ｂ１および貨幣［Ｇ１の絶対費用価値ｐＢ＊ ，ｐＧホ は均等に上昇するか

もしれないが，式（４ ．６ａ）に式（４
．７）（４ ．４）を代入すると

，

（２８９）
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　　　　 ｐＢ＝（１＋ ｒ）ｔ『１（ＬＢ／ＬＧ）（Ｇ／Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．６ｂ）

であるから商品［Ｂ１の価格ｐＢは利潤率 ｒにも依存し必ずしも一定に保たれない。しかし式
（４ ．５）（４．６ｂ）は自由度１の体系となるから，ここで賃金ｗの値が与えられたとき価格ｐＢ および

利潤率 ｒは同時決定する。またこの体系では商品［Ｂ１の投下労働量ＬＢ が増大したとき式（４ ．７）

において絶対費用価値ｐＢ＊ が， 続いて式（４ ．６ａ）において価格ｐＢ が上昇し，式（４．５）において

投下労働量ＬＢと価格ｐＢ とは比例的に変化する。もっとも先に見た『原理』三版のモデル
（３
．３ｂ）のような一般的なケースではそうはいかないが，それでも両者の問に一定の関数関係を

確認することはできる。これらが資本構成が不均等であるケースにおける労働価値理論の修正の

意味であるが，このとき価格は「絶対価値」としては決定されえず，また投下労働量と比例しえ
ず， 従っ て一方的に分配関係を決定することができない。こうした決定経路は次のように表すこ
　　　　６０）
とカざできる

。

　　　　＜修正された労働価値理論〉

［物的生産条件１→　［価格１弓　［分配関係１

ここで価格と分配関係との問に相互作用が存在することが純粋な労働価値理論のケースとの相違

であるが，そのために必ずしも体系の整合性が損なわれるわけではない。そしてやはり価格を決

定するときに用いられる価値標準の役割が労働価値理論の疋義にとっ て重要である。既に述べた
ように，もし「完全な標準」が想定できるなら価格は「絶対価値」として決定し純粋な労働価値

理論が成立するのであ ったが，リカードが提案した「中間物の標準」は「完全な標準」に準じて

近似的に「絶対価値」を決定して，そうして近似的に純粋な労働価値理論を成↓させることを意

図するものだったといえる。ここで修正による影響が「比較的に軽微である」なら純粋な労働価

値理論の現実妥当性にとっ て確かに望ましいが，そしてリカードはそう信じていたのであるが
（Ｐ
。。。ｈ１９９３，ｐｐ２２２－ ２４），しかし少なくとも基礎理論の問題領域においてはそうした判定は直ちに

必要ではない 。

お　わ　り　に

　本稿の考察ではまずリカードの労働価値理論め発展史を理論的側面を相対的に重視しながら整

理し検討した。成立期においては投下労働量，貨幣賃金，貨幣の価値の各々の変化による影響を

区別することにより農業生産の困難と　般的利潤率の傾向的低下との関係を確定することが課題

とされ・その帰結として『原理』初版でｒ不被助労働の標準」が提示された。修正期においては

その「不被助労働の標準」を用いて「奇妙な効果」すなわち分配の変化に伴う価格変動を分析す

ることが課題とされたが，基本的な問題構成は『原理』初版で確立された後は変更はなかった 。

また「不被助労働の標準」の役割は労働価値理論の定義，投下労働の変化に伴う価格変動の測定
，

そして「奇妙な効果」を示すことであ った。完成期においては新たに「奇妙な効果」を消すため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０）
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の「中間物の標準」が導入され，これが『絶対価値と交換価値』に至って「不被助労働の標準」

と同一視され，さらにその生産条件が農産物の生産条件と等値された。こうしてリカードは近似

的に投下労働量と価格との比例関係および農業の生産条件と一般的利潤率の趨勢との関係を示す

ことを可能にした。これはある意味では労働価値理論の「経験的」完成といえる 。

　こうした考察を踏まえてリカードの労働価値理論の論理構成の解明を試みた。まずリカードの

混乱を含む価値概念を絶対概念，貨幣との相対概念，相対概念という３つの行および投下労働量 ，

生産費用という２つの列によっ て整理した。そして「絶対費用価値」を決定する式と「貨幣費用

価値」が代入される式をもつ二重構造の体系によっ て価格と分配関係の決定を説明した。結論と

して資本構成が均等かつ貨幣商品の物的生産性が一定のとき投下労働量と価格との比例関係が維

持され純粋な労働価値理論が成立する，そして＜物的生産条件→「絶対価値」→分配関係＞とい

う決定経路が成立する。また資本構成が不均等であるときは価格と分配関係の同時決定により修

正された労働価値理論が成立する，そして＜物的生産条件→価格弓分配関係〉という相互作用

を含む決定経路が成立する。ここで両者において「絶対価値」あるいは価格の決定が重要であり ，

さらにそれらの決定において価値標準が中心的な役割を果たす。こうして労働価値理論が「分析

的」にも整合的な構造をもつことが明らかになっ た。

　こうして価格理論の基本的形態を労働価値理論として確立したというリカートによる歴史的貝

献を説明することができた。労働価値理論は決して単なる仮定でも思想でもない，すなわち「労

働が価値を生む」というフィクシ ョンではなくて，労働という最も基本的な生産活動が一定の条

件の下で確かに価格の唯一のあるいは主要な決定要因となることが本稿の考察によっ て確認でき

た。 ここで理論的系譜の問題と関連して，第１に純粋な労働価値理論によると貨幣商品の物的生

産性が一定である限り諸商品の純生産物の総額は一定であり ，このとき賃金と利潤とは厳密な相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）
反関係を保持し，利潤は純生産物のうちの「剰余」として決定する。これは後にマルクスとスラ

ッファによっ て各々継承された剰余理論の基本的原理である。ただしリカードにとっ ての主題は

こうした基本的原理に依拠しながら蓄積過程における分配の問題を分析することであ って，スラ

ッファによるリカードの剰余理論の系譜への位置づけはこの点を十分に考慮したものではなく ，

また本稿でもこれを扱うことができなかった。これらを本格的に検討しリカードの経済学の全体

像を明らかにすることは今後の課題としたい。第２にリカードの分析の基本的方法はまず第１段

階として実物経済の量的関係に基づいて等価交換を定義し，これを検討しながら基本的原理を見

出し，次に第２段階として資本主義経済に固有の変動要因あるいは恋意的要素を考慮に入れなが

ら基本的原理がいかにして修正されるのかを考察するというものであ った。このような方法はマ

ルクスやケインズ（Ｊｏｈｎ　Ｍａｙｎａ．ｄ　Ｋｅｙｎｅ。）のものと共通あるいは類似のものであ った 。

　しかしながらリカードの労働価値理論の成立条件においては若干の重大な制約が存在しており ，

そのためにリカードの貢献は文字どおり「歴史的」なものであ ったといわねばならない。それは

第１に貨幣の価値が貨幣商品の生産費用に依存するとされたこと ，第２に貨幣賃金が独立変数と

されしかも非常に単純に扱われたこと ，また利潤率が従属変数とされたこと ，第３に生産過程の

モテルが有限の生産期間をもつ垂直型のモテルとされたことである。特に生産モテルの形態につ

いては仮定の問題に留まらずリカートの分析に重大な矛盾を忍ぴ込ませた。すなわち垂直型モテ

ルは「社会的総資本の再生産」あるいは「商品による商晶の生産」を分析する生産モデルとは異

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９１）
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なっ た論理構成をもち，飽くまでミクロ経済モテルなのであ った。リカードはこうした垂直型モ

テルを用いて労働価値理論の基本的原理を論証することができたのだったが，しかしこれを集計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２）
することによっ て国民生産物の総価値あるいは分配を知ることができると考えていた。この点に

ついてリカードは現代の新古典派経済学と同種の誤謬を犯したのであり ，またマルクス，ケイン

ズ， スラ ッファ たちとの距離は大きいのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）Ｒ１ｃａｒｄｏ１９５１－７３　ただし堀　他（訳）１９６９－７８による邦題は『テイウィト ・リカートウ全集』。 以

　下ではｒＲＷ」と略記する 。

２）ポスト ・ケインズ派経済学の中でも立場は様々であるが，本稿の主題はそのうちスラ ッファの立場

　を直接的に継承する立場と関係する 。Ｂｈａｒａｄｗａｊ１９８３ａ ，Ｄｏｂｂ１９７３ ，Ｅａｔｗｅ１１１９７４ ，Ｇａｒｅｇｎａｍ１９８７

　を参照せよ 。

３）ポスト ・ケインズ派は古典派経済学における価格および分配の分析を定式化して「剰余理論」ある

　いはｒ剰余アプローチ」と呼ぴ，これを一般化したものがスラ ソファの再生産体系（Ｓｒａ伍ａ１９６０）

　に当たる，そこでは技術的生産条件に基づいて純生産物の物量が決定し，さらに総賃金を差し引いた

　ときの「剰余」として利潤が決定するという 。Ｇａｒｅｇｎａｍ１９８７を参昭せよ 。

４）ただしこの論争の中心的論点は本稿の主題である労働価値理論そのものではなくて，初期リカード

　の利潤率決定の考察をめぐるものであ った。ポスト ・ケインズ派と新古典派はこれらの問題に関わ っ

　てリカートを各々の立場の先駆者とする解釈を提出し，相互に批判を繰り返していた。Ｐｅａｃｈ１９９３ ，

　ｃｈ． ２， ｃｈ．６を参照せよ 。

５）Ｓｔｌｇ１ｅｒ１９５８によると「分析的」労働価値理論は労働量を価格の唯一の決定要因として関数関係を

　王張するもので，これに対して「経験的」労働価値理論は労働量を価格の支配的な決定要因として概

　略の量的関係を考慮するものである，そしてリカードの労働価値理論はリカード自身の混乱にも拘わ

　らず後者に当たるという 。

６）　リカードは「諸商品は，それが効用を有するかぎり ，その交換価値を二つの源泉からひき出す，す

　なわち，諸商品の希少性からと，それらを取得するために要する労働量からとである」として，さら

　に，「日々市場で取引される商品総量」の大部分は「人問の勤労のはたらきによって分量を増加させ

　ることができ，またその生産に際限なく競争がおこなわれる」とした（ＲＷ，ｖｏＬ１，ｐｐ．１１－１２）。

７）リカードは「これら偶然的原因とはまっ たく無関係である自然価格，自然賃金および自然利潤を左

　右する法則をとり扱っている」と述べた（ＲＷ，ｖｏＬ１，ｐｐ９１－９２）。

８）本稿のいう「資本構成」はマルクスのいうものとは若干異なり ，リカードのいう次の概念からなる

　生産過程の技術的構造あるいは物理的条件を指す（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐ．３０，３７）。

　　○　固定資本の流動資本に対する比率

　　　　固定資本の耐久性

　　　　生産過程の「時問」的構造

９）　リカードは１８１３年８月１７日の書簡（４３）において「利潤率の増大」と「農業の決定的な改良」との

　関連を主張し（ＲＷ，ｖｏ１．６，ｐｐ．９４－９５），１８１４年３月８日の書簡（４８）において農業の改良が生じない

　限り「資本の増大」は「農業の利潤」そして「他のあらゆる産業の利潤」を減少させると述べた

　（ＲＷ，ｖｏ１．６，ｐｐ．１０３－０４）。

１０）　リカードはスミス他による支配的見解として「労働の価格の騰貴は，一様にすべての商品の価格の

　騰貴を伴うであろう」という主張に言及し，自身の考察を通して「このような意見にはなんらの根拠

　もないこと…を説明するのに成功したつもりである」と述べた（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐ．４６）。

１１）“Ｏｎｔｈｅ　Ｐｒｍｃ１ｐ１ｅｓ　ｏｆＰｏ１１ｕｃａｌ　Ｅｃｏｎｏｍｙ，ａｎｄ　Ｔａｘａ七〇ｎ
”，

ｍ　ＲＷ，ｖｏ１１その初版は１８１７年４月
，

　二版は１８１９年２月 ，三版は１８２１年５月に各々刊行された（Ｓｒａ丘ａ１９５１）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９２）
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１２）Ｐｅａｃｈ１９９３によるとＳｒａ伍ａ１９５１のいう「穀物比率」モテルはリカートの分析の中にスラ ソファ 自

　身の分析モテルにおける「基礎的生産物」の体系のアイティア（Ｓｒａ伍ａ１９６０）が「投け入れられた」

　ものであるという 。

１３）Ｖ１ａｎｅ１１ｏ１９８７によるとリカートの計算法は投下労働量と貨幣商晶の価値との比例関係およぴ労働

　価値理論にとっての利潤の意味の重視を反映するものであ ったが，価格と利潤率との相互関係を正し

　く捉えることはできなかったという 。またＰｅａｃｈ１９９３によると『原理』初版および二版においては

　労働価値理論の正当化のための唯一の戦略として「資本構成への言及なしに定義された価値標準」が

　採用されたという 。

１４）水田１９８７によると労働価値理論の修正におけるリカードの主要な関心は分配関係の不確定性では

　なくて優れて価格変動にあ った，そしてリカードの計算法は後者の問題に焦点を当てるために価格変

　動に先立って分配を確定するものだったという 。

１５）Ｓｒａ丑ａ１９５１には価値概念について明確な言及はない。むしろＳｒａ丑ａ１９６０を参昭せよ 。

１６）ＲＷ，ｖｏ１１，ｐ６３では「同一量の不被助労働の所産（ｔｈｅ　ｐｒｏｄｕｃｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｓａｍｅ　ｑｕａｎｔ１ｔｙ　ｏｆ　ｍ

　ａｓｓ１ｓｔｅｄ　ｌａｂｏｕｒ）」とされており ，Ｓｒａｆｆａ１９５１ ，ｐ　ｘ１１１ によるとこれには固定資本の助けを借りずに労

　働力のみの投入により１年間で生産されるという暗黙の想定が付されていたという 。これを踏まえて

　本稿では『原理』初版において提案された価値標準を「不被助労働の標準」と呼ぶ 。

１７）ＲＷ，ｖｏ１８，ｐ１９３では「二つの極端な場合」の「中問物（ｔｈｅ　ｍｅｄｌｕｍ）」とされている。これらよ

　り本稿では『原理』三版において新たに提案された価値標準を「中問物の標準」と呼ぶ 。

１８）Ｐｅａｃｈ１９９３によるとＳｒａ丘ａ１９５１によるリカートの価値標準の機能の解釈はリカートの「中問物の

　標準」とスラ ソファ 自身の「標準商品」（Ｓｒａ丑ａ１９５１）との類似性を王張するために企図されたもの

　であるという 。

１９）このように技術的生産条件が与えられたときに操作可能な体系を得ることはリカードの考察の特徴

　であり ，またＧａｒｅｇｎａｍ１９８７によると剰余理論の特徴でもある。ただし式（２１）（２２）は労働価値

　理論を説明する最も単純な体系であるにも拘わらず，これに焦点を当てた研究は見られない 。

２０）注９）を見よ 。

２１）初期の１８１４－１５年頃のリカードは農業生産における投入一産出を「穀物」で測定することにより利

　潤率の決定を説明しようと試みていたが（ＲＷ，ｖｏｌ．４，ｐｐ．１０－１８他），この説明は穀物の価格が変化し

　たときには必ずしも成立しないということがマルサスによっ て指摘された（ＲＷ，ｖｏ１．６，ｐ．１８２，１８５）。

　この時期のリカードの考察はこうした批判に応えるために価格変化を否定する根拠を確立するという

　課題と関連していると看なしてよい 。

２２）この「Ｑ投下労働量の増大」および「　賃金の上昇」の論理は労働価値理論の基本的内容である投

　下労働量一価格の比例関係および賃金一利潤率の相反関係に各々対応している（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐｐ ，
　２６－２７）。 従っ てＳｒａｆｆａ１９５１のいう「穀物比率」モテルすなわち投入一産出の物量比率の考察の一般

　化の問題はここでは見出せない。むしろ中村１９９６，ｐｐ．２０－２７のいうとおり諸商品と貨幣を等しく労

　働力による生産物と看なし，等しく分配の変化による影響を被るために価格は一定を保つという書簡

　（８７）あるいはｒ　賃金の上昇」の論理が重要である 。

２３）　これらは修正の問題と関わりなく確認されねばならない。特に「労働価値理論の成立のための基礎

　　をなすこと」が渡会１９８１を除いて看過されてきた 。

２４）Ｄｍｉｔｒｉｅｖ１９７５を始めとして多くの研究において「ｐＧ＝１」が採用されてきた 。

２５）この「固定資本を過去の労働による生産物と看なす」操作は『原理』初版で導入され，次第にリカ

　ードの考察の中で支配的となっ たものであるが，本稿ではこれがリカードによる基本的に一貫した固

　定資本の扱いであ ったと看なす。注３６）を参照せよ 。

２６）これは「不被助労働の標準」の正当な機能として確認されねはならない。リカート自身が不満を述

　べているにも拘わらず（ＲＷ，ｖｏ１ ．１ ，ｐｐ ．４４－４５），これによっ て修正の問題の考察が可能になり ，さら

　　にその考察に基づいて「完全な標準」の探求が行われた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９３）
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２７）“Ａｂｓｏ１ｕｔｅ　Ｖａ１ｕｅ　ａｎｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅａｂｌｅ　Ｖａｌｕｅ
’’

ｍ　ＲＷ，ｖｏ１４

　２８）　リカードは修正の問題に伴う価値理論の困難を克服する理想的な，しかし実在しない「完全な価値

　　尺度」あるいは「価値の一般的尺度」に言及しているが（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐｐ．４４－４５；ＲＷ，ｖｏ１．８，ｐ１９３）
，

　　これを本稿では「完全な標準」と呼ぷ 。

　２９）　この点について「不被助労働の標準」と「中問物の標準」とは共通の性格をもつ。Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐｐ

　　２２０，２２２－２３においては両者の相違が強調されているが，完全には同意できない 。
３０）　ここで「奇妙な効果」を消すことができるなら分配の変化に伴う価格変動も価値標準それ自身の価

　　値の変動も生じないと看なせるから，結果的に純生産物の総額は一定を保ち，賃金 一利潤率の相反関

　　係は厳密に成立する。この意味においてＳｒａ丑ａ１９５１，ｐｐ　ｘ１ｖ１１－ ｘ１１ｘ による「中問物の標準」の機能に

　　関する説明は必ずしも間違いではない。ただしＳｒａ丑ａ１９６０による「標準商品」は投入係数一定の条

　　件において定義されるから，リカードのいう生産条件の変化に伴う価格変動を測定するための価値標

　　準とはなり得ない。Ｏｎｇ１９８３；Ｔｏｓａｔｏ１９８５を参照せよ 。

３１）このうちＳｒａ丘ａ１９５１ ，ｐ　ｘ１ｖ では「不被助労働の標準」と「中問物の標準」との同一視をいう前半部

　　分のみが，Ｐｅａｃｈ１９９３，ｐ．２３７では「中間物の標準」と農業の生産条件が等しいことをいう後半部分

　　のみが各々引用されている。これは両者の主張を反映するものであって興味深いが，こうした文献考

　　証における窓意性は批判されねばならない 。

３２）すなわち本文中で示した商品［Ｂ１の生産過程についてはｔＢ＞１であったが，同時にｔ１く１である商

　　品が相当数あると仮定することによっ てｔＧ・１である「不被助労働の標準」が社会的平均の生産条件

　　をもつと看なすという 。

３３）初期のリカードは１８１４年３月８日の書簡（４８）において「他のあらゆる産業の利潤を調整するもの

　　は農業者の利潤」であると述べた（ＲＷ，ｖｏｌ．６，ｐ．１０４）。 また１８１４年６月２６日の書簡（５０）において一

　　般的利潤率が「食糧の安価さ」あるいは「労働賃金」に依存するとした（ＲＷ，ｖｏ１．６，ｐ．１０８）。

３４）本稿のいうモデル（１ ．１）はＲＷ，ｖｏｌ．１，ｐｐ５３－５６で提示された数値例を指す
。

３５）なお『原理』三版においても同様の言及が見られるが（ＲＷ，ｖｏ１１，ｐ３０），本文中で述べるように

　　実際の分析の中では用いられなくなっ た。

３６）　この式（３．５）により固定資本の１年あたり償却額を計算する方法によると ，耐久性の相違に伴って

　　 １年あたり原価格Ｋ
ｉ／
ｔｉ が異なっ てしまうため，前者による産出額への影響を測定するためには不適

　　当である。恐らくこのためにリカートは『原理』三版に至ってこの式に依拠した分析を取り止めて ，

　　代わって生産過程の「時問」的構造に基づいた分析を導入した 。

３７）本稿のいうモデル（１ ．２）はＲＷ，ｖｏ１．１，ｐｐ．５７－５８，モデル（１ ．３）はｐｐ．５８－６０の数値例を指す 。

３８）本稿のいうモデル（１ ．４）はＲＷ，ｖｏｌ．１，ｐｐ．６１－６２の数値例を指す 。

３９）ただし数値の表記はアラビア数字に変更した。また各々の生産過程における帽子の産出額は原文で

　　は「８０００ポンド」となっ ているが，これはリカード自身による均等な一般的利潤率の仮定と矛盾し ，

　　リカートも恐らくはそれに気付いて『原理』三版ではこの数値を取り消した。本稿はこれを「５８８２ポ

　　 ンド」に改めた。注４１）を見よ 。

４０）従って『原理』初版では固定資本の式（３．５）による扱いと「時問」に基づく扱いが併存していたこ

　　とになる 。Ｓｒａ丑ａ１９５１；Ｐｅａｃｈ１９９３他はこれを看過した 。

４１）ただし原文では利潤率の値は明記されていない。本稿は「４２５０ポンド」の労働費用により「５０００ポ

　　 ンド」の価格の機械が産出されるという叙述に基づいて計算して四捨五入して利潤率を「１７ ．６％」と

　　し，また帽子の産出額を「£５８８２」と改めた 。

４２）ただし原文では利潤率および生産過程［Ｂ１による帽子の産出額の値は明記されていない。本稿は

　　これを「４６７５ポンド」の労働費用により「５０００ポンド」の機械が産出されるという叙述に基づいて計

　　算して四捨五入して利潤率を「７ ．Ｏ％」とし，生産過程［Ｂ１による帽子の産出額を「£５３４８」とした 。

４３）本稿のいうモデル（３ ．３ａ）はＲＷ，ｖｏ１．１，ｐｐ．３３－３５，モデル（３ ．３ｂ）はｐ．３７の数値例を指す 。

４４）　この式（３９）と同型の定式化はＤｍ１ｔｒ１ｅｖ１９７５（初出は１８９８年）に既に見られた
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９４）
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４５）　リカードの提示したモデル（３．３ｂ）それ自体から「不被助労働の標準」の採用を確認することはで

　きないが，その直前のモテル（３３ａ）においても ，その直後の『原理』初版一三版を通して採用され

　たモデル（１ ．４）においても「不被助労働の標準」に基づいた価格変動の分析が行われている 。

４６）　リカートの立場はＨｏ１１ａｎｄｅｒ１９０４によると「後退」した，Ｓｒａｆｆａ１９５１によると本質的な変更はな

　か った，Ｐｅａｃｈ１９９３によると根本的な変更があ ったのであるが，本稿は少なくとも修正の問題の分

　析構造についてはスラ ッファよりも強い意味において変更はなかったという結論を得た 。

４７）　リカードの価値標準の機能についてＳｒａ丑ａ１９５１あるいはＯｎｇ１９８３；Ｔｏｓａｔｏ１９８５による議論では

　修正の問題と関わって「中問物の標準」が主要問題とされたが，実際に修正の分析の中で用いられた

　のが一貫して「不被助労働の標準」であ ったことは強調されなかった 。

４８）　リカードの「中問物の標準」は恐らくはＰｅａｃｈ１９９３のいうとおり「労働価値理論の擁護のための

　戦略」であ ったが，これは『原理』三版においても「不被助労働の標準」に基つく修正の分析と併存

　していたのであるから，必ずしもリカードの立場に「根本的な変更」があ ったとはいえない 。

４９）マルクスは「労働時問」に基づく絶対的な価値概念を重視していた（Ｍａｒｘ１９６７，ｐ．１６１）。 これと

　類似するリカードの立場についてはＰｅａｃｈ１９９３，ｐｐ．２２７－３１を参照せよ 。

５０）リカードは『絶対価値と交換価値』において次のように用語を区別した（ＲＷ，・ｏＬ４，ｐｐ．３９８－４００）。

　　¢　絶対概念…「絶対価値」＝「実質価値」＝「価値」

　　　　相対概念…「交換価値」＝「比例価値」

　　ただし前者について単なる絶対概念であるのか，貨幣によっ て測定されたものであるのか，リカー

　　ドの他の著作および書簡からは判断し難く ，また一貫していない 。

５１）　リカードはこれに先立つ『原理』三版においても ，同じ『絶対価値と交換価値』においても「完全

　な標準」が分配の変化の伴う価格変動による影響のために実在しないと述べた（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐｐ

　４４－４５；ＲＷ，ｖｏ１．４，ｐ．４０４）。

５２）例えばＰｅａｃｈ１９９３，ｐｐ．２０５－ ０６，２２１，２３９はリカードによる「労働量」価値と「生産費用」価値との

　混乱を指摘したが，これは十分な考察でなかった 。

５３）そもそもリカードにおいて本稿のいう「絶対」価値が貨幣によっ て測定された概念であるか否かは

　明確でなかったが，もしそうであるなら［Ｉ１の両者において単位の相違はなくなる。なお［Ｉ１にお

　いて同一視された価値概念は注５０）で示した「¢絶対概念」に近い 。

５４）ただしリカードは端的に労働量と価格との関係を考察していたから実際には「貨幣労働価値」とい

　う概念は存在せず，飽くまで便宜上のものである。なおこれはマルクスのいう「価値」に近いもので

　あるが（Ｍａｒｘ１９６７，ｐ．１６１ ，１７１），この点においてリカードとマルクスとの価値概念に関する類似と

　相違がともに看取できる 。

５５）ここで式（４ ．１）と式（４ ．３）（４．４）とは左辺が同じ単位であるにも拘わらず右辺は異なる単位となっ

　ている。これを回避することは絶対費用価値を貨幣タームであると看なすことによっ て， または式

　（４ ．３）（４．４）を矛盾を生じないような関数に改めることによっ て容易に可能であるが，本稿は敢えて

　リカード自身の理路に従って論理を提示する 。

５６）　ここで「かもしれない」と表現するのはリカード自身が上昇すると述べているにも拘わらず実際に

　は上昇しないからであり（ＲＷ，ｖｏｌ．１，ｐ．５５；ＲＷ，ｖｏ１．６，ｐ．２０３），また本文中で示す通り貨幣費用価

　値の変化は価格の変化を直接的には規定しないからである。以下も同様 。

５７）この体系では式（４ ．１）と式（４．３）とが完全に同型であるためにｐＡ＝ｐＡ＊ そしてｐＧ＊ １となる

　から，結果的には本文中で既に示したｐＧ＝１をもつ体系と同値になる。しかしながらこの体系によ

　っ て， 式（４ ．１）のみあるいは式（４．３）のみによっ ては同時に確定できない価格と分配の両者を，最初

　に式（４．３）により決定した価格を再び式（４．１）に代入して分配を確定するというリカード自身の考察

　に基づく二重の手続きを示すことができた 。

５８）正確には分配の決定のためには分配変数の一方が所与でなければならないが，リカードそして本稿

　の労働価値理論の考察では貨幣賃金を所与として利潤率の決定を示した。また貨幣賃金がゼロのとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９５）
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　の利潤率を「極大利潤率」（Ｓｒａ丑ａ１９６０，ｐｐ１６－１７），利潤率がゼロのときの貨幣賃金を「極大賃金」

　とすると，これらの値は諸商品の物的生産条件に基づいて決定する。なお前者の値は固定資本を過去

　の投下労働量と看なすリカードの考察においては無限大となる。注６１）を参照せよ 。

５９）ポスト ・ケインズ派は古典派経済学あるいは剰余理論の分析においては分配の決定が価格の決定に

　先行すると主張するが（Ｄｏｂｂ１９７３，ｐｐ．３１－３５他），こうした説明は実際のリカードの労働価値理論の

　分析構造には適合しない 。

６０）ここでリカート自身の考察に基づく体系（４１）（４２ａ）（４３）（４４）（４５）と本稿で提案する体系

　（４ ．５）（４ ．６ａ）（４ ．７）（４．４）とは同じ解をもつ。これは純粋な労働価値理論の成立を前提として修正さ

　れた労働価値理論を分析するという二段階の方法と，価格と分配とを同時決定する分析方法とが実質

　的に同値であることを意味する 。

６１）すなわち本文中の式（２ ．１）（２ ．２）（４．２ｂ）より次の関係が導き出せる 。

　　　　（１＋ｒ）ｗ：ｐＡＡ／ＬＡ＝Ｇ／ＬＧ

　　これは労働者１人あたり賃金と利潤の合計が，任意の商品の労働者１人あたり産出額，また貨幣商

　品の労働者１人あたり産出量と等しいことを表す。そしてリカードは貨幣商品の物的生産性を一定と

　していたから任意の生産過程による一定の産出額のうちの「剰余」として利潤額は決定する 。

６２）　リカードは順理』の序言において「大地の生産物」の「社会の三階級」への分配の研究が「主要

　問題」であるとした（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐ．５）。 ただし理由は定かではないがリカードはその初版で「その

　国の土地と労働の全生産物」の分配が主題であると述べていた部分を，三版では「どこか特定農場の

　全生産物」と改めた（ＲＷ，ｖｏ１．１，ｐ．４９，６４）。
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　　代経済学の再検討』日本評論杜ｐｐ．２２５－５５

（２９７）
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